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An attempt to improve “on demand” teaching of “Educational Laws and Regulations” 




































































































                   ＜表１＞「教育法規」シラバス   2021年度前期 ３年生 59人 





２ 教育法規の体系、憲法 ・教育法規の体系  ・憲法  ・教育法規の改正と現状 
３ 教育基本法 ・教育基本法の改正  ・教育の実施に関する基本  ・教育行政 家庭等との連携 
４ 学校教育法１ ・学校教育法と学校  ・設置者  ・義務教育  ・各学校の目的 学校と地域との連携 
５ 学校教育法２ ・学校教育法と職員の役割等  ・学級編成・教職員の配置と定数・設置基準・標準法 




・市町村立学校教職員  ・学校運営協議会 学校と地域との連携 
８ 地方公務員法 地方公務員の任免、服務、義務 
９ 教育公務員特例法 ・教職員の任免、服務、研修、人事評価 地方公務法との比較 
10 教職員の給与と給与負担 
勤務時間等 
教職員の給与 ・人材確保法  ・給特法  ・給与負担法  ・国庫負担法 
・労働基準法  ・熊本県職員勤務時間条例  
11 教職員の身分保障、福利
厚生、勤務時間 
・地方公務員法 分限と懲戒 福利厚生制度  ・共済組合法  ・災害補償法  
・育児休業法  ・勤務時間条例 
12 教職員免許と資格  
 




・学校保健安全法及び同施行令、同規則 健康診断 感染症予防 
 学校安全 危機管理マニュアル  ・学校給食法  ・食育基本法 
14 人権教育 ・児童の権利条約  ・人権教育啓発推進法  ・障害者基本法 
・いじめ防止対策推進法  
15 試験 授業内容の確認 
16 フィードバック  
子どもに関する法規 
授業内容の再確認、 
・児童福祉法  ・児童虐待防止法  ・貧困対策推進法  ・義務教育機会確保法 
 






















































































 ・教師になるため必要 34 
 ・法律と教育の関わり 27 
 ・必修だから 13 
 66 小 原 孝 徳 
 ・教員採用試験対策になる 11 
 ・推奨されている ３ 
 ・先輩に勧められた ２ 
 ・興味がある １ 
②「教育法規」について、どんなイメージを持っていますか。 
 ・難しそう 堅い 31 
 ・覚えることばかり 苦手 22 
 ・法律・規則・決まりを読み取る 11 
 ・教師にとってのルール、守るために必要 10 
 ・なぜ作られたか理解することが大切 １ 
 ・採用試験にたくさん出る １ 
 ・考えることはなさそう １ 




 ・憲法・法律と教育の関わり、法の理念や役割 11 
 ・どんな法があってどんな目的でどんな内容があるか
を学びたい ８ 








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 ・特別支援教育の大切さ ５ 
 ・いじめ問題解決、人権教育、情報教育などの大切さ ５ 
 ・地域との連携の大切さ、支えられてること ４ 
 ・学校に行くこと、学ぶことが法規によって保障され
ていること ３ 










 ・家庭や地域連携の大切さ 11 
 ・それぞれの職の役割と協力の大切さ、チーム学校 10 











 ・学び続ける姿勢の必要性 大学での学びを真剣に、 10 
 ・県と市の教育委員会との違いと採用試験、給与負担、
条件附採用期間 ５ 
 ・働き方改革など必要 ４ 






 ・教師に大きな責任、研究と修養の大切さ、を実感 12 
 ・学校の全てが法に基づいていること、生徒の時見え
なかった学校・先生の姿に気がついた 11 
 ・採用試験に向けて頑張る 11 
 ・教師の視点から教育を見ることができるようになっ
た、自分の教員像がはっきりしてきた ９ 
 ・教育の重要性・責任を改めて実感 ６ 
 ・法の内容が実際の学校や教師の姿として理解する大
切さ ４ 





 ・法規も常に新しい動きがあること、改善を期待 ３ 
 ・人権教育の大切さ ２ 



































  本授業平均  大学全授業平均 
④理解がしやすいように教え方が
工夫されていた 
 4.37  4.46 
⑤小テストやレポートなどの課題
が出された 
 4.51  4.57 
⑦グループワークやディスカッシ
ョンの機会があった 
 2.49  3.60 
⑧教員から意見を求められたり、
質疑応答の機会があった 
 2.91  4.03 
⑨事前学修・事後学修の課題は授
業に役立つものだった 








































































































































令第十四号） また、この11講では５ ６ ７ ８のほか、
熊本県教育委員会「懲戒処分の指針」の項目、「女子教職
員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律」（昭
和三十年法律第百二十五号）「熊本県職員の勤務時間、休
暇等に関する規則」（平成７年３月16日人事委員会規則第
２号）を取り上げた。 
12 「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準
に関する法律」（昭和三十三年法律第百十六号） 
13 「教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する
法律」（令和３年６月４日法律第五十七号） 12講ではそ
のほか、「教育職員免許法施行規則」（昭和二十四年文部
省令第三十八号）、「小学校及び中学校の教諭の普通免許
状授与に係る教育職員免許法の特例等に関する法律」（平
成九年法律第九十号）を取り上げた。 
14 「学校給食法」（昭和二十九年法律第百六十号） また、
13講では「学校保健安全法施行規則」（昭和三十三年文部
省令第十八号）も取り上げた。 
15 「食育基本法」（平成十七年六月十七日法律第六十三号） 
16 「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」（平成十二
年法律第百四十七号） 
17 「障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号） 
18 「いじめ防止対策推進法」（平成25年法律第71号） 14講
では、そのほか「部落差別の解消の推進に関する法律」
（平成二十八年法律第百九号）「ハンセン病問題の解決の
促進に関する法律」（平成二十年法律第八十二号）、「学校
教育の情報化の推進に関する法律」（令和元年法律第四十
七号）を取り上げた。 
19 「児童虐待の防止等に関する法律」（平成十二年法律第八
十二号） 
20 「子どもの貧困対策の推進に関する法律」（平成二十五年
法律第六十四号） 
21 「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機
会の確保等に関する法律」（平成二十八年法律第百五号） 
 
 
